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ザイマックス不動産総合研究所 

TOPIC REPORT  

ポストコロナ時代の商業施設を考える 

～これからの商業施設の 5 つのトピックス～ 2021 年 12 月 22 日 

ザイマックス不動産総合研究所（以下、ザイマックス総研）は、「ポストコロナ時代の商業施設を考え

る」を公表する。本レポートは 2019 年 12 月に公表した「これからの商業施設を考える」（*1）の続編

であり、ポストコロナ時代（コロナ収束後 2～3 年程度）の商業施設のあり方についてトレンドと課題を

まとめたものである。本レポートは 3 つの章で構成されており、第 1 章「ポストコロナ時代も続く社会

情勢の変化」および第 2 章「コロナ禍を経験したことによる消費者行動・価値観の変化」では、客観的な

データに基づき、これからの商業施設を考えるうえで特に影響が大きいと思われる社会や消費者の変化

について整理する。これらを踏まえ第 3 章では「これからの商業施設の 5 つのトピックス」について具

体的に考察する。本レポートが商業施設所有者、デベロッパー、商業事業者など、商業施設に関与する幅

広いプレーヤーにとって有益な情報になれば幸いである。    

*1 2019 年 12 月 24 日公表「これからの商業施設を考える」 

https://soken.xymax.co.jp/2019/12/24/1912-future_retail/ 

サマリー 

1. ポストコロナ時代も続く社会情勢の変化 （pp.2-6） 

 人口動態の変化や人手不足など様々な課題を解決するためのテクノロジーが進化している。 

 サステナブル（持続可能）な社会の実現を目指す動きが世界的に広まっている。 

2. コロナ禍を経験したことによる消費者行動・価値観の変化 （pp.7-10） 

 テレワークの普及などによる巣ごもり消費の拡大は一時的なものではない。 

 消費者の SDGs 認知度が上昇してきている。 

3. これからの商業施設の 5 つのトピックス （pp.11-21） 
3.1. より消費者に近いところへ （pp.11-12） 

 飲食業などで住宅地に近い立地を重視する傾向が増加。また、販売チャネルの多様化が進む。 

3.2. 進化するリアル店舗の使い方・使われ方 （pp.12-14） 

 リテールテイメントやショール―ミングなど、リアル店舗の役割が変化していく。 

 商業施設が消費者にとってのサードプレイス（3 番目の居場所）となっていく。 

3.3. ショッピングプロセスのデジタル化 （pp.15-18） 

 DX（デジタルトランスフォーメーション）戦略への取り組みはいまだ試行錯誤の段階にある。 

 新たな形の SNS が登場。また、E コマースのあり方も多様化していく。 

3.4. 実感できるサステナビリティ （pp.18-19） 

 テナントや消費者がサステナビリティへの貢献を実現・実感できる商業施設への進化が必要。 

3.5. 柔軟なビジネスモデルへの転換 （pp.19-21） 

 床需要が減少・変化した施設の利活用が課題。再開発、不動産事業化、物流拠点化が進む。 

 顧客ニーズの変化で商業施設は従前とは異なる居場所、モノ、コト、サービスが求められる。 

 

https://soken.xymax.co.jp/2019/12/24/1912-future_retail/
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TOPIC REPORT｜ザイマックス不動産総合研究所  

 ポストコロナ時代も続く社会情勢の変化 

ザイマックス総研では、早稲田大学石田航星研究室と共同で、商業事業者（以下、事業者）に対するア

ンケート調査を定期的に実施している。【図表 1】は、2020 年・2021 年に実施した「コロナ禍における

店舗戦略に関する実態調査」（*2）のうち、ポストコロナ時代の商業施設に影響を与える社会情勢の変化

について事業者にきいた結果をまとめたものである。様々な項目のうち、影響があると回答した事業者が

最も多かったのは、両年ともに「新型コロナウイルス感染症の影響の長期化」である。2 位以下の項目に

ついても、影響があると回答した事業者は多く、商業店舗は様々な社会情勢の変化の影響を受けることが

わかる。そこで、本章では特に注目すべき 5 つのテーマである、「人口動態の変化」、「人手不足」、「テク

ノロジー」、「サステナビリティ」、「自然災害」の 5 つについて考察する。 

*2 2020 年 12 月 18 日公表「コロナ禍における店舗戦略に関する実態調査 2020」 

   https://soken.xymax.co.jp/2020/12/18/2012-survey_on_strategy_of_commercial_store/ 

    2021 年 10 月 12 日公表「コロナ禍における店舗戦略に関する実態調査 2021（本編）」 

  https://soken.xymax.co.jp/2021/10/12/2110-survey_on_strategy_of_commercial_store1/ 

【図表 1】店舗戦略に影響を与える社会情勢の変化（2020 年：n=515、2021 年：n=283） 

 

  

2021年 2020年

1 新型コロナウイルス感染症の影響の長期化 85% 85%

2 少子高齢化、人口減少、人口の都心部集中 81% 81%

3 人手不足 79% 79%

4 物流費などのコスト増加 72% 66%

5 自然災害（地震、台風、洪水）の増加 65% 70%

6 Eコマース（ネットショッピング）の進展 53% 50%

7 テレワーク、在宅勤務など働き方の変化 49% 47%

8 AI（人工知能）や5GなどのIT技術の進歩 46% 45%

9 若年層、高齢層の車離れ 45% 45%

10 外国人旅行者の減少 29% 24%

11 シェアリングエコノミーの進展 24% 28%

※「影響がある」と回答した事業者の割合

https://soken.xymax.co.jp/2020/12/18/2012-survey_on_strategy_of_commercial_store/
https://soken.xymax.co.jp/2021/10/12/2110-survey_on_strategy_of_commercial_store1/
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TOPIC REPORT｜ザイマックス不動産総合研究所  

 人口動態の変化 

総務省「国勢調査」および国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計(全国推計)2018(平

成 30)年推計」によると、世帯主が 65 歳以上である世帯数の比率は 2000 年では 24%、2015 年は 36%

と増加し、2025 年には 39%になると推計されている。言い換えると、世帯主が生産年齢人口にあたる

世帯数の比率は減少し続けることとなる（単身世帯の増加もあり世帯数の総数は 2025 年までは増加す

るが、それ以降は減少に転じる）。 

総務省「国勢調査」「家計消費支出」および、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推

計(全国推計)2018(平成 30)年推計」から世帯主の年代別に家計消費支出のボリュームを算出したもの

が【図表 2】である。これによると、団塊の世代が 50 歳代であった 2000 年の時点で全消費支出に対す

る世帯主 50 歳以上の比率は 55%と半数を超えており、その後も上昇傾向は続き、2025 年には 65%に

なると想定される。 

一方で、世帯主年齢が 40 歳代以下の消費支出ボリュームは総額および比率ともに下降傾向にあり、今

後、コロナ収束後のいわゆる「リベンジ消費」の盛り上がりは期待できるものの、家計消費支出が目に見

えて右肩上がりの状況にならなければ消費支出ボリュームが上昇傾向に転ずることはないと思われる。 

【図表 2】世帯主（総世帯）の年代別家計消費支出ボリューム 
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TOPIC REPORT｜ザイマックス不動産総合研究所  

 人手不足  

ビフォーコロナ時代は多くの商業施設・店舗が慢性的な人手不足で、特にパート・アルバイトなどの必

要な人材が確保できず、新規出店では開業の中止や延期、従業員募集時の時給単価の上昇などがみられ

た。また、既存店舗では業務の効率化、処遇体系の改善、残業や休日出勤など様々な施策によって事業活

動を継続している状況にあった。 

このように、ひっ迫していた労働市場はコロナ禍の影響で一変した。緊急事態宣言やまん延防止等重点

措置の断続的な発出により特に大きなダメージを受けた飲食業や娯楽業などでは、休業・営業時間の短縮

による就業制限や自宅待機を余儀なくされたり、廃業や倒産による失職が発生したりしている。 

厚生労働省によると 2021 年 12 月 10 日現在集計分のコロナ禍による解雇・雇い止め（見込みを含

む）労働者数は累計で約 12 万 3 千人となっており、そのうち小売業は約 1 万 7 千人、飲食業は約 1 万

4 千人、サービス業は約 7 千人、娯楽業は約 4 千人と、これら 4 業種で全体の 3 分の 1 以上を占めてい

る。 

一方、企業側の人手不足感をみてみると、帝国データバンクが実施した「人手不足に関する企業の動向

調査（2021 年 7 月）」では、従業員が不足している上位 10 業種は正社員・非正社員ともに、大半の業

種で従業員が不足と回答した事業者の割合が 2020 年 7 月と比較して増加している【図表 3】。特に非正

社員では飲食業や各種商品小売といった個人消費関連の業種が上位となり、2019 年 7 月の水準にはま

だ乖離があるものの、人手不足感は上昇傾向にあることがうかがえる。 

【図表 3】従業員が不足している上位 10 業種 

 

こうした環境変化のなかで、人手不足の事業者と人余りの事業者が混在する雇用のミスマッチが起き

ており、対応策としてもともと勤めている企業に籍を残したまま、他社への出向者として働く「従業員シ

ェア」などの新しいアイデアが出てきている。 

  

（%）

1 建設 57.5 51.9 - 67.5 1 飲食店 56.4 38.6 - 80.0

2 家具類小売 57.1 33.3 - 45.5 2 各種商品小売 48.8 47.6 - 62.2

2 自動車・同部品小売 57.1 46.2 - 60.0 3 メンテナンス・警備・検査 44.0 36.7 - 54.8

4 情報サービス 54.7 44.5 - 74.0 4 人材派遣・紹介 41.8 28.3 - 52.9

5 メンテナンス・警備・検査 53.8 48.1 - 68.4 5 教育サービス 41.7 43.5 - 35.7

6 再生資源卸売 50.0 26.5 - 45.5 6 飲食料品小売 41.4 37.1 - 63.6

6 教育サービス 50.0 48.0 - 44.8 7 旅館・ホテル 39.5 16.1 - 56.5

8 輸送用機械・器具製造 47.3 12.1 - 35.8 8 家具類小売 35.7 40.0 - 45.5

9 運輸・倉庫 47.1 36.0 - 62.6 9 農・林・水産 34.4 32.3 - 43.6

10 専門サービス 46.8 33.7 - 51.6 10 専門商品小売 31.7 25.4 - 45.9

（出所）帝国データバンク「人手不足に関する企業の動向調査（2021年7月）」

2021/7 2020/7 2019/7

注：2021年7月の矢印は2020年7月との増減、2020年7月の矢印は2019年7月との増減を表す。

正社員 非正社員
2021/7 2020/7 2019/7

　　数字は「不足」していると回答した企業の割合（%）
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TOPIC REPORT｜ザイマックス不動産総合研究所  

 テクノロジー  

テクノロジーは日進月歩で進歩を続けており、ビフォーコロナ時代から各種業界のビジネスと、AI や

ビッグデータ、IoT、ブロックチェーンなどの先進技術を結びつけて生まれた新たな製品やサービス、あ

るいはその取り組みである X-Tech（クロステック）が登場していた。事例としては、金融：FinTech（フ

ィンテック）、不動産：PropTech（プロップテック）、小売：RetailTech（リテールテック）、ファッショ

ン：FashTech（ファッシュテック）、食料：FoodTech（フードテック）、農業：AgriTech（アグリテッ

ク）、医療：MedTech（メドテック）、教育：EdTech（エドテック）、法律：LegalTech（リーガルテック）、

政治：GovTech（ガブテック）など、ほかにも様々な分野でテクノロジーとの融合が進んでいる。 

これらは単にアナログだった業務やサービスにデジタルを取り入れること（デジタルシフト）ではな

く、ビジネスモデルや社会の変革を促し、あらゆる面でより良い方向に変化させること（デジタルトラン

スフォーメーション＝DX）である。 

DX に関しては 2018 年に経済産業省が「DX 推進ガイドライン」を発表した。また、2021 年 9 月に

デジタル庁が発足し、デジタル社会形成の司令塔として未来志向の DX を大胆に推進し、デジタル時代の

官民のインフラを今後 5 年で一気呵成に作り上げることを目指している。 

コロナ禍を経験し、社会情勢やニューノーマル（新しい生活様式）における消費者行動の変化に対応す

るためのテクノロジーの進化は、よりスピード感が加速している。 

 サステナビリティ  

地球温暖化や生物多様性の危機、新型コロナウイルス感染症の拡大など、地球の環境問題が深刻化する

なか、サステナブル（持続可能）な社会の実現を目指す動きが世界的に広まっている。2015 年に国連で

採択された SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、地球上の「誰一人

取り残さない」ことを目指し、途上国と先進国が一丸となって、2030 年までに持続可能な社会を実現さ

せるための 17 の国際目標である。 

SDGs が生まれた背景には、地球の自然破壊や資源の枯渇、エネルギーに関わる環境問題や、紛争や犯

罪、人権侵害といった様々な社会課題があった。これらの課題を金融や投資の側面から解決する手法とし

て「ESG 投資」があり、2006 年に国連で提唱された「PRI（責任投資原則）」では、投資の際の意思決定

に E（Environment：環境）S（Social：社会）G（Governance：企業統治）の視点を組み入れて行うべ

きとされた。気候変動や人権問題への関心の高まりから PRI に署名する機関数は年々増加し、2020 年の

世界での ESG 投資額は 35 兆ドルを超える規模となっている。 

このように、サステナブルな社会の実現のためには、カーボンニュートラルなど地球の自然環境問題だ

けでなく社会に対する配慮が求められている。企業の事業活動においては、人権が守られているかどう

か、児童労働や強制労働、ハラスメントや性別・人種による差別といったものがないかといったことも問

われる。現在、サステナビリティ（持続可能性）への取り組みが不十分な企業は、投資家や金融機関、従

業員や消費者などからの支持を得られず、企業の社会的価値が棄損し、事業の継続的発展が難しくなる時

代に移行しつつあるといえるだろう。ここで述べたようなサステナビリティへの取り組みは商業事業者

を含む全ての企業に求められることである。 
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TOPIC REPORT｜ザイマックス不動産総合研究所  

 自然災害   

日本では地震をはじめとした様々な自然災害が発生しており、社会生活に大きな影響を与えている。自

然災害とは主に異常気象や火山噴火、地震、地滑りなどの危機的な自然の現象によって、人命や人々の経

済活動、社会生活に損失や被害が発生することをいい、新型コロナウイルス感染症などの疫病の発生によ

る被害も生物に起因する自然災害とされている。 

国は 2013 年に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本

法」を制定し、2014 年以降、毎年「国土強靱化年次計画（2018 年までは「国土強靱化アクションプラ

ン」）」を公表しており、2020 年には「災害時における新型コロナウイルス感染症への対応」が新たに反

映された。一方、民間では 2011 年の東日本大震災を契機に BCP（事業継続計画）への関心が高まって

はきているものの、内閣府が 2007 年度から隔年で実施している「企業の事業継続に関する実態調査」

（*3）によると、資本金 10 億円以上の企業で BPC を「策定済み」の企業の割合は 68.4%と政府目標

（2020 年までに策定率 100%）には届いていない。また、資本金 1 億円以上 10 億円未満の中堅企業に

おいても「策定済み」は 34.4%とこちらも政府目標（2020 年までに策定率 50%）には届いていない状

況にある。 

*3 出所：「令和元年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」 

もっとも、BCP を策定済みの企業にあっても、感染症対策までを含めた詳細な計画を策定しているの

は少数と考えられる。コロナ禍での対応を踏まえて、感染症を想定した BCP のブラッシュアップが求め

られるだろう。  
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 コロナ禍を経験したことによる消費者行動・価値観の変化 

前章に続き、「コロナ禍における店舗戦略に関する実態調査」のうち、12 項目の消費者行動や価値観の

変化について、ポストコロナ時代の商業施設に影響を与えると思うかを事業者にきいた結果をまとめた

のが【図表 4】である。「そう思う」「ややそう思う」と回答した割合が最も高かったのは「巣ごもり消費

の増加傾向が続く」で、次いで「テレワーク（在宅勤務など）が今後も拡大」であった。また、2021 年

に回答が大きく増加したのが「消費者の SDGs を意識した行動が増える」である。この結果を踏まえて、

コロナ禍を経験したことによる消費者行動・価値観の変化を最も象徴的に表すキーワードである「テレワ

ークの普及」、「巣ごもり消費」、「サステナビリティ」の 3 つについて考察する。 

【図表 4】消費者行動・価値観の変化（2020 年：n=515、2021 年：n=283） 

 

 テレワークの普及 

日本においてテレワークが注目を浴び始めたのは、安倍政権時代の 2016 年に一億総活躍社会実現を

目指して「働き方改革実現会議」が始動した頃からで、以降、大企業を中心にテレワークなどの取り組み

が少しずつ進んできていた。そのようななかでの、コロナ禍による 2020 年 4 月の第 1 回目の緊急事態

宣言発出に伴う政府の企業に対する在宅勤務要請は、いわば、テレワークの大規模な社会実験となり、多

くの企業がテレワークを経験する大きなきっかけとなった。その後も度重なる緊急事態宣言発出を受け

て、企業は出社率をコントロールしつつテレワークを続けている。 

テレワークの普及は消費者の行動範囲に劇的な変化をもたらした。具体的には、在宅勤務などの増加に

加え、2020 年 3 月～5 月末までの全国一斉休校もあり、いわゆる「おうち時間」が増加し、消費者の行

動範囲は従来よりもかなり制限・限定されることとなった。 

コロナ禍収束後も、テレワークを推進する流れは継続し、ビフォーコロナ時代の状況に戻るとは考えに

くい。ザイマックス総研の企業に対する調査（*4）によると、今後のオフィス戦略について、多くの企

業はコロナ収束後もテレワークを続ける意思を示しており、メインオフィスとテレワークを組み合わせ

る「ハイブリッド型」が定着していく可能性は高い。業種業態の特性・企業規模・経営者の判断などで、

2021年 2020年

1 巣ごもり消費の増加傾向が続く 73% 85%

2 テレワーク（在宅勤務など）が今後も拡大 64% 83%

3 ライブコマース(※1)の利用者が増える 63% 65%

4 消費者のSDGsを意識した行動が増える 61% 35%

5 都市部郊外の店舗利用が増える 60% 65%

6 ドライブスルー型の店舗ニーズが増える 57% 68%

7 商業施設・店舗でのシェアオフィス利用が増える 57% 55%

8 国内旅行に伴う消費が増える 49% 34%

9 地方への移住者が増える 49% 52%

10 買い物での公共交通機関利用が減る 47% 65%

11 品揃えや価格よりも混雑情報など新型コロナ対策重視の顧客が増える 41% 51%

12 東京への一極集中が進む 11% 7%

※「そう思う」「ややそう思う」と回答した企業の合計割合

※1：タレントやインフルエンサーがライブ動画を配信し、視聴者はリアルタイム

に質問やコメントをしながら商品を購入できるという新しいEコマースの形
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テレワークできない・しない企業も一定割合はあるが、全体としてはポストコロナ時代においてもテレワ

ークはさらに普及していくであろう。 

*4 2021 年 12 月 22 日公表「大都市圏オフィス需要調査 2021 秋」 

  https://soken.xymax.co.jp/2021/12/22/2112-office_demand_survey_2021a/ 

 巣ごもり消費 

以前より E コマースなどを利用した自宅にいながらのショッピングやインターネットを活用した音楽

鑑賞・映画視聴・ゲームなどは若者を中心に普及が進んでいた。しかし、コロナ禍を経験した多くの消費

者は、それらに加え、会議や学校・塾の授業、飲み会、パーソナルトレーニング、旅行体験、病院の遠隔

診療などのほか、冠婚葬祭も自宅からリモートで参加・体験することが可能となった。つまり、今までリ

アルでしか考えられなかった（それが当たり前だった）サービスや体験までもが、コロナ禍をきっかけに

一気にオンライン導入へのはずみがついたのである。 

旅行や外食などのコロナ禍で制限されてきたリアルイベントへの消費は、Go To トラベルや Go To Eat

などの諸施策によって「リベンジ消費」として一時的に大きく回復する可能性が高い。一方、「おうち時

間」は引き続き重視され、ビフォーコロナ時代より増加するだろう。消費者が巣ごもり消費の利便性・快

適性を放棄するとは考えにくいため、巣ごもり消費はコロナ禍による一時的なものにはならないと推測

される。 

【図表 5】は家計消費支出の推移である。2020 年の家計消費支出（二人以上の世帯）は、1 世帯当た

り 1 か月平均約 27 万 8 千円で、2000 年対比で 88%に落ち込んだ。巣ごもり消費に関連する食料品や

身の回り品の支出額は増加したものの、特に、これまで増加基調にあった小売関連・サービス（飲食業・

娯楽業・サービス業など）、いわゆる「コト消費」と呼ばれる品群の支出額は減少し、2000 年対比で 97%

となった。また、「アパレル不況」の長期化で支出減少が続く衣料品は 2000 年対比で 53%まで落ち込ん

でいる。2021 年も東京都ほか多くの都道府県で緊急事態宣言などが断続的に発出されていたこともあ

り、ポストコロナ時代の家計消費の傾向を把握するには、今しばらく消費動向を注視する必要がありそう

だ。 

https://soken.xymax.co.jp/2021/12/22/2112-office_demand_survey_2021a/
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【図表 5】家計消費支出の推移 

 

 サステナビリティ 

サステナビリティや SDGs については、「SDGs を目標に取り入れているか」、「SDGs にどう取り組ん

でいるか」を投資家が投資判断の材料にするといった動きが先行していたが、消費者行動・価値観の変化

（【図表 4】）で確認したとおり、今後は消費者側も SDGs を意識して動くと考える事業者が増えている

ようだ。 

その背景としては、今回のコロナ禍によるパンデミック、近年の気候変動、貧困問題などを実際に目の

当たりにし、自分事として「今後、何をしていくべきなのか」を考える事業者や消費者が増加しているこ

とが考えられる。 
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テレビ番組などの各種メディアで SDGs をテーマとするコーナーが増加し、教育現場でも小学校は

2020 年度から、中学校では 2021 年度から SDGs を扱う授業が実施されており、消費者の SDGs 認知

度は今後ますます向上していくと思われる。 

【図表 6】は電通が 2021 年に実施した第 4 回「SDGs に関する生活者調査」における SDGs に関す

る商品・サービスの今後の利用意向である。これによると現状では「レジ袋を使わずに済むよう持参する

買い物袋等」が最も高く、2 位以降の利用意向はそれほど高くはないが、今後、消費者の SDGs 認知度が

向上するに伴い、ほかの項目の利用意向も上昇していくのではないだろうか。 

【図表 6】SDGs に関する商品・サービス 今後の利用意向 

 

  

1 レジ袋を使わずに済むよう持参する買い物袋等 64.5%

2 型落ち品、新古品、傷物、不揃いのような機能的には問題のない訳あり品 36.9%

3 自分の必要な分だけ購入できる量り売り 35.5%

4 家にある不用品を簡単に取引できるインターネットのフリーマーケットやオークション 33.2%

5 商品ロスを減らしたり、事業者を経済的に救済するための商品・サービス 22.4%

6 再生可能な素材をあらかじめ使用し、回収・再利用を行う商品・サービス 22.0%

7 被災地やその周辺地域で生産・製造されている食品・製品 21.7%

8 生ごみを微生物の力で堆肥にに変えるコンポスター（容器）やサービス 21.2%

9 障がい者雇用の支援につながる商品 19.1%

10 廃プラスチックや廃タイヤなど、従来破棄される素材から作った商品 18.9%

11 環境を汚染する化学薬品の使用を抑えて製造した商品 16.9%

12 途上国から公平な価格で取引している農作物等を用いた商品 15.7%

13 自動車や自転車のシェアリングサービス 14.9%

14 太陽光発電や風力発電などの自然エネルギー使用率の高い電気事業者 14.4%

15 世界の食料・医療問題の解決に取り組む活動 13.2%

16 紛争や戦争の資金源や人権問題の原因となり得る資源を一切使わない商品 11.6%

17 家具や家電などのレンタルサービス 11.0%

18
生活、仕事、旅などのために、世界中のいろいろな場所を定額で拠点にできる新しいライフ

スタイルサービス
9.9%

19
自然環境への配慮や、社会への責任、社員や取引先の健全な管理に取り組む企業を重視した

投資信託や株
9.4%

20 イラスト制作、翻訳、アドバイスなど、個人の技術や知識のフリーマーケットサービス 9.4%

21 病や生理現象等の女性特有の健康問題をテクノロジーで解決する商品・サービス 8.3%

22 この中にはない 15.8%

（出所）第4回「SDGsに関する生活者調査」(電通Team SDGs)
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 これからの商業施設の 5 つのトピックス    

われわれはビフォーコロナの時点では、2020 年代の商業施設は中長期的な人口減少・少子高齢化・人

手不足などの経営課題に対応していくために、DX などによる生産性向上や様々な課題解決の準備・実践

期間になるものと想定していた。しかし、コロナ禍によりその時間的猶予は大幅に短縮されたといえるだ

ろう。コロナ禍を経験した商業施設は、第 1 章、第 2 章で確認した社会情勢や消費者行動・価値観の変

化の影響を受け、それらに対応するためのスピード感を持った変化・進化が求められており、その巧拙に

よっては、商業施設の優勝劣敗がより短期間で顕在化していく可能性がある。   

本章ではコロナ収束後 2～3 年のポストコロナ時代の商業施設におけるトレンドや課題について、5 つ

のトピックスにわけて考察していく。  

 より消費者に近いところへ  

 

第 2 章で確認したテレワークの普及による巣ごもり消費の増加など、消費者行動の変化によって、コ

ロナ禍の初期から都心型立地（*5）の商業施設は郊外型立地（*6）の商業施設よりも、売上高や客数の

面で苦戦している状況にあり、一年半以上経過した現在においてもその傾向は大きくは変わっていない。 

*5 都心型立地：駅前・駅近（都心部）、駅ビル・駅ナカ、繁華街、オフィス街・学生街など 

*6 郊外型立地：郊外ロードサイド、住宅地など 

こうした状況において、商業施設・店舗が重視する立地が住宅地にシフトする傾向がみられている。ポ

ストコロナ時代においても「より消費者に近づいていく」流れは当面は続くものと見込まれる。  

特に飲食業では、イートイン売上高の減少を補うためにテイクアウトおよびデリバリーを開始した事

業者が多く、「ラストワンマイル」を制し競合優位性を確保するため、消費者に近い、消費者が多い立地

への出店が鍵となる。また、立地によってイートイン（客席）機能を持たないテイクアウト・デリバリー・

ドライブスルー特化型の店舗開発や既存店改装が活発化してきている。 
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「より消費者に近づいていく」という観点では、飲食業ではキッチンカー、食品スーパーやコンビニエ

ンスストアなどでは移動販売車の活用、アパレルでは企業に出向いてオーダースーツ出張採寸など、販売

チャネルを多様化し、顧客接点の場を増やしていく取り組みは今後も活発化していくものと思われる。 

これらの取り組みの背景としては、多くの商業事業者はポストコロナ時代になっても売上高・客数はビ

フォーコロナ時代の水準には戻らないと想定していることがあげられる。特に駅前・駅近、駅ビル・駅ナ

カ、繁華街など、これまで多くの事業者が競って出店していた立地は売上高減少のインパクトが大きいた

め、「賃料水準が下がってきたとしても必要売上高が確保できる見込みがなければ無理して出店しない」

と慎重姿勢の事業者も多く、こうした立地への出店意欲回復は見通しが難しい。 

また、コロナ禍で、安全・安心な移動手段として自家用車の有用性が再確認された。中長期的にはドラ

イバーの高齢化、若者の車離れ、ＭaaS（Mobility as a Service）の発展といった環境変化要因があるも

のの、当面はアクセスの良い郊外型商業施設の立地優位性は続く可能性が高い。消費者は、近隣型小規模

商業施設（NSC：Neighborhood Shopping Center など）と郊外型大規模商業施設（RSC：Regional 

Shopping Center など）を TPOS に応じて使い分けていくだろう。相対的にアクセスが悪く、駐車場台

数が少ない駅前・駅近の中規模商業施設（CSC：Community Shopping Center など）の不動産をどの

ように利活用していくかが課題になっていくと思われる。 

 進化するリアル店舗の使い方・使われ方  

 

社会情勢や消費者行動・価値観の変化は相互に影響を与えつつ、社会全体のありようを変えていく。商

業施設も同様に不動産としての使い方・使われ方が変化していく。以下、「リテールテイメント・ショー

ルーミング」、「消費者にとってのサードプレイス化」の 2 つのキーワードについて考察していく。 
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リテールテイメント・ショールーミング 

EC 化率が上昇傾向のなかで、コロナ禍の直撃を受けたこともあり、近年、リアル店舗の役割が変化し

てきている。従来はテレビコマーシャルや折り込み広告、あるいはウェブサイトや SNS を通じて商品を

認知し、最終購入の場としてリアル店舗を使うのが主流であったが、ここ数年、多くの事業者がリアル店

舗を商品の認知やブランド体験の場にシフトさせていく動きがみられ、ポストコロナ時代のトレンドの

1 つになっていくと思われる。 

このような、消費者に新たな価値を提供するリアル店舗の普及とともに、「リテールテイメント」や「シ

ョールーミング」といった概念も広がってきている。 

リテールテイメントはリテール（小売）とエンターテイメント（娯楽）からなる造語で、リアル店舗で

商品やサービスを買う以外の役割として、「その店でしかできない体験」という価値を提供することを指

す。これにより、来店や購入意欲の促進、顧客ロイヤリティの醸成、LTV（Life Time Value：顧客生涯

価値）の向上が期待できる。ワークマンが 2020 年に新業態として開発した#ワークマン女子は女性社員

が徹底的な女子目線で企画した店舗で、SNS 投稿と口コミで顧客が顧客を呼ぶ循環型集客店舗をめざし

ており、店舗数を増やしてきている。 

ショールーミングはリアル店舗で商品を実際に確認してから、E コマースで購入するスタイルである。

店舗は、過剰在庫がなくなる、売場面積の適正化、接客業務専念による省力化など、消費者は商品の持ち

帰りが不要になるといったメリットがある。例として、丸井グループは 2026 年 3 月期までに売場面積

の約 3 割を「売らないテナント」に転換していくことを公表している。ほかにも、大手百貨店やファッ

ションビルなどで、本来店舗を持たない D2C（Direct to Consumer）ブランドのリアル店舗を設けるこ

とで、消費者と接点を創出する商業施設も増えてきている。 

また、端末を使ったオンライン接客やインスタライブで商品を販売するなど、リアル店舗以外での消費

者との接点を増やし、購買行動を多様化させていく動きはポストコロナ時代にますます活発化していく

ものと思われる。  

こうしたトレンドのなかで商業施設が抱える課題の一つとして、賃料設定の形態があげられる。従来、

百貨店は「消化仕入れ（商品が販売された時点で百貨店が仕入れたものとみなす）」、ショッピングセンタ

ーでは「（最低保証付き）歩合賃料」などの契約形態が用いられてきた。これらはインターネット経由の

売上高がトレースできないと、その分を賃料に反映させることができない。一部の百貨店は「固定賃料」

に切り替えて不動産事業化を志向しているほか、大手商業デベロッパーは商業施設と連携した EC モール

の展開を通じて「歩合賃料」を確保している。一方、一部の大手ファッションビルデベロッパーでは、現

状、E コマース売上高に対する賃料は求めない方針としており、デベロッパーごとに賃料設定の考え方が

大きく異なっている。 

中長期的な賃料設定のスタンダードがどのような形態になっていくのかを見通すことはまだ難しいが、

賃貸人・賃借人双方が Win-Win の関係を構築できる契約形態にアジャストしていくことが望まれる。 

消費者にとってのサードプレイス化 

日本ショッピングセンター協会「SC 白書 2021」において、2010 年に開業した SC の業種別テナント

数の構成比をみると、物販テナント数比率は 64.9%であったが、2020 年は 54.7%と 10 ポイント以上

減少し、非物販（飲食業・サービス業）テナント数比率が増加傾向にある。 
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【図表 5】で確認したように、2020 年の家計消費支出は、「コト消費」といわれる飲食業・娯楽業・サ

ービス業が大きく落ち込んだ。しかし、ある程度の時間は必要ではあるものの、ポストコロナ時代でのコ

ト消費関連支出は再び増加基調になると考えられる。一方で、「失われた 20 年（30 年）」と言われる経

済環境のなかで、今後、家計消費支出全体の動向がどのように推移していくのかを予測することは難し

い。 

家計消費支出が伸び悩むなかで、巣ごもり消費とリアル店舗での消費は基本的にはトレードオフの関

係となる。巣ごもり消費はポストコロナ時代になってもニューノーマル（新しい生活様式）として残るだ

ろう。そのため、商業施設はポストコロナにむけて、巣ごもり消費とリアル消費を共存させるべきものと

捉え、双方にアプローチしていく戦略が必要になると思われる。 

リアル消費につながる切り口の一つとして、これからは商業施設が消費者にとって「サードプレイス

（3 番目の居場所）」（ファースト：自宅、セカンド：会社・学校など）となる戦略を強化していくことが

あげられる。サードプレイス化するためには、目的に応じて商業施設を使い分ける消費者に、ショッピン

グのみならずその施設にわざわざ行く目的・価値をいかに数多く提供できるかが課題となる。具体的に

は、「癒し・くつろぎ・開放感・人とのつながり・安心・安全・体感・体験・共感・情報発信・利便性・

健康増進・生涯学習」などがキーワードとなる。例えば、公園に行く、散歩に行く、体操教室に行く、催

事やイベントなど何かいつも面白いことをしているなど、消費者が生活シーンの中で様々な価値を感じ

ることができる施設であることが、競合施設との差別化となるだろう。2020 年に開業した参考となる商

業施設としては、階段状に作られた 3 層の建屋に家族で楽しめる屋外型の公園を併設したユニクロ 

PARK 横浜ベイサイド店や、ウェルビーイングタウンをテーマとし、隣接する昭和記念公園と一体感を

持たせ、水と緑豊かな約 1 万㎡の中央広場を有する GREEN SPRINGS、広場・ボルダリングウォール・

スケート場・多目的運動施設などが整備された渋谷区立宮下公園を施設屋上に配置した MIYASHITA 

PARK などがあげられる。 

また、働き方改革の流れを受け、一つの商業施設内で、朝は施設内のフィットネスで汗を流し、喫茶店

で朝食をとったのち、フレキシブルオフィスでの業務を行い、業務終了後は夕食・買い物・映画鑑賞など

をしてから帰宅するといった使い方も現実に可能となってきている。従来の商業施設の多くは「ライフス

タイル提案」をキーワードとしていたが、これからは消費者にとってのサードプレイスとして「ライフス

タイル提供」の場に進化することが求められている。 
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 ショッピングプロセスのデジタル化 

 

これまで、ショッピングといえば店舗に行き、商品を見て、その場で購入するのが一般的な流れだった。

しかし、インターネットの普及に伴い、ショッピングプロセスのデジタル化が進み、DX 戦略は商業施設・

店舗においては重要なものと位置づけられるようになってきている。 

この項では、「DX と商業事業者を取り巻く環境」について確認したうえで、「スマートストア化」、「SNS

の活用」、「E コマースの進展」、「5G の普及」といった、ショッピングプロセスのデジタル化に関わる代

表的なキーワードについて考察していく。 

DX と商業事業者を取り巻く環境 

商業施設・店舗における DX 戦略については、ビフォーコロナ時代から「オムニチャネル（*7）」や

「OMO（*8）」といったキーワードがあるように、デジタル時代に対応したビジネスモデルへと変革させ

ていく取り組みとして進められてきており、コロナ禍を経験してその重要性が改めて認識された状況に

ある。 
*7 オムニチャネル：リアル店舗・E コマース・SNS・CM・DM などのあらゆるメディアで消費者との接点、

販売経路を確保し一つに統合していく戦略 

*8 OMO（Online Merges with Offline）：オンラインとオフラインの融合。消費者にオンラインとオフライ

ンの境界を意識させないサービスの提供を目的とする戦略 

しかし、多くの商業施設・店舗における DX 戦略への取り組みの実態はいまだ「黎明期」、「試行錯誤」

の段階にあり、DX の完成形とされるものはいまだ見えてはいない。その背景としては、デジタル・IT の

進化は日進月歩であること、DX の領域自体がかなり広範であること、また、DX を推進するための IT 人

材が絶対的に不足していることなどがあげられる。 

一例として、日本最大の展示会主催会社である RX Japan 株式会社（旧社名：リードエグジビションジ

ャパン）が 2021 年 12 月に新規開催した「第 1 回 商業施設・店舗 DX 展」において出展対象となる製



 

トピックレポート：ポストコロナ時代の商業施設を考える 16 

本レポート記載の内容等は作成時点のものであり、正確性、完全性を保証するものではありません。 

当社の事前の了承なく、複製、引用、転送、配布、転載等を行わないようにお願いします。 

Copyright © 2022 Xymax Real Estate Institute Corporation. All rights reserved. 

 

 

TOPIC REPORT｜ザイマックス不動産総合研究所  

品・サービスは下記のとおり多岐にわたる。 

 無人店舗化システム  省人化システム  デジタルサイネージ  サービスロボット  

 施設管理システム  店舗向け IoT 設備  顔認証  サーモグラフィー 

 スマートロック  セキュリティ  VR・AR・MR  AI/データ活用サービス 

 管理業務支援  集客支援  CRM・顧客管理  物流・在庫管理支援 

 

また、経済産業省によると、2030 年に不足する IT 人材は約 79 万人と推計されており、データサイ

エンティストなどの育成を目指した産官学の連携が進んでいるものの、現状、DX 戦略を強力に推進する

ことができる IT 人材を確保できている商業施設・店舗は少数であると考えられる。 

DX 戦略は、商業施設・店舗におけるマーケティング・商品開発・生産・輸送・在庫管理（発注・納品）・

顧客管理・店舗人員最適化・販促・接客・販売・配送といった全ての業務プロセスに関連し、新たな CX

（*9）の提供、CS（*10）や ES（*11）向上のためにも必要不可欠である。また、最近では事業のオン

ライン化が進んでいることにより、DX 戦略はますます複雑化してきている。事業者は、部署ごとに個別

の施策を検討するのではなく、DX 専門部署もしくはプロジェクトを立ち上げ、組織横断型で会社として

の全体最適を構築する能力と権限を持った CIO（最高情報責任者）を中心として、商業デベロッパーや

外部専門業者などとの協働により DX 戦略の立案を図るべきと思われる。 

*9 CX：Customer Experience（顧客体験） 

*10 CS：Customer Satisfaction（顧客満足度） 

*11 ES：Employee Satisfaction（従業員満足度） 

スマートストア化 

近年、コロナ禍における非接触ニーズに対応するため、会計業務の省力化（あるいは無人化）のような、

リアル店舗におけるスマートストア化の取り組みが広がっている。その目的は人手不足を解決し生産性

向上を図ることだけではなく、消費者に新たな CX を提供し、CS・ES の向上につなげていくこと、かつ、

様々なデータを集積・分析し今後の戦略策定に活用することでより魅力のある店舗づくりを進めていく

ことにある。現在の取り組みは最終段階ではなく、DX の進化に応じて継続的に対応していく必要がある。 

日本における代表的な事例としては、福岡に本社を置くトライアルカンパニーがあげられる。同社が運

営するスマートストアには、トライアルグループが独自開発した AI カメラが店内に設置されており、顧

客動線の改善や欠品を起こしにくい商品棚作りに役立てている。また、顧客が自ら購入商品をスキャンし

支払いを完了させることができる「スマートショッピングカート」にはタブレット端末が搭載されてお

り、スキャンした商品に応じておすすめ品やクーポンを表示する。さらに、2022 年から導入される次世

代モデルでは、カート収納部のセンサーがスキャンされていない商品が置かれたことを検知した場合、タ

ブレット画面にアラートを表示する機能が備わり、ロス率の減少につなげる。 

SNS の活用 

商業施設・店舗が Twitter・Facebook・Instagram などの SNS（Social Networking Service）を活

用することは当たり前になっているものの、内容はウェブサイトとほぼ同様に、販促施策としてのキャン

ペーンやイベント告知などが多く、機能的には従前のチラシなどと比較してさほど進化していない事例

も多い。 

SNS を活用した販促事例としては、PR マンガ（Twitter や Instagram 上で漫画家などに商品の使用
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感を漫画にしてもらい、広告とするもの）や、TikTok 売れ（日経トレンディの 2021 年ヒット商品ラン

キングで 1 位となった、TikTok で動画紹介された商品が売れること）などがあり、従来の販促広告に取

って代わる可能性を秘めている。 

また、人気のある企業公式 Twitter には、多数のフォロワーに愛される「中の人」の存在がある。商業

施設・店舗側からこうした仕掛けを通じて多くの地域住民に働きかけることで、リアルでなくとも「癒

し・くつろぎ、人とのつながり、安心、共感、情報発信」などを提供することが可能となる。商業施設・

店舗のファンが増えることで、巣ごもり消費にアプローチするとともにリアル商業施設・店舗の来館頻度

アップにつながっていくと思われる。CX や CS 向上のための SNS 有効活用にはまだまだ創意工夫の余

地があるのではないだろうか。 

コロナ禍で人気となった「あつまれ どうぶつの森」では、ゲームの仮想空間内で卒業式・結婚式・芸

能人ライブ・バーチャル美術館ツアー・会社説明会・行政情報の発信・選挙活動（バイデン大統領）・店

舗出店（ツルハ・ケンタッキー）などが行われた。今後、メタバース（オンライン上に構築された三次元

の仮想空間）の進展により VR コマースが普及していくことも考えられる。 

E コマースの進展 

E コマースの進展に伴い、ラストワンマイルのあり方が多様化している。ビフォーコロナ時代から E コ

マース商品の受け取り場所に通勤途中の店舗やコンビニを指定することや、駅やバスターミナルなどに

設置された様々な宅配事業者が利用できるオープン型宅配ロッカーが普及しつつあった。 

さらに、コロナ禍により米国発の「BOPIS（Buy Online Pick-up In Store）」とよばれるサービス

が家電・家具・ホームセンター・総合スーパー・食品スーパー・ドラッグストア・ファーストフードなど

で普及してきている。これは、消費者がアプリで事前に商品を注文・決済を済ませたうえで、リアル店舗

に来店し、専用カウンターやロッカーもしくは駐車場で商品を受け取るというサービスである。商業施

設・店舗としては物流コストの削減、消費者は買い物時間の短縮など双方にメリットがあり、E コマース

の新たな形として普及していく可能性がある。 

ライブコマースも E コマースの新たな形態の一つである。従来の E コマースは基本的に消費者が商品

選定・注文・決済まで自己完結で行うが、ライブコマースはそこに人とのコミュニケーションを付加して

いくことで、消費者により良い CX を提供することが可能となるため、アパレルを中心に取り組む事業者

が増えてきている。ただし、現状ではインフルエンサーや著名ブランドの販売力が大きく、商業施設・店

舗スタッフが行うためには、上述したように SNS の活用による地域住民・消費者とのネットワーク構築、

ファン作りが課題となる。 

ビフォーコロナ時代には、E コマースは売上高比率が低いこともあり、本社・本部が対応する別事業と

捉えている事業者も少なくなかった。しかし、コロナ禍を経験した現在、E コマースはもはやリアル店舗

の売上高減少を補う単なる補完機能ではない。オンラインとオフラインを融合させ、個々の消費者に最適

なサービスを提供することで、新たな CX の提供と CS の向上を目指すための重要な戦略の一つとして E

コマース戦略を認識・検討していく必要がある。 

5Ｇの普及 

コロナ禍で飲食業と同様に大きな影響を受けた娯楽・エンターテインメント業界においては、今後、IT

を徹底的に活用した DX の進化が求められる。そのために重要なのが、5G の普及である。2020 年にサ

ービスを開始した 5G は、総務省「令和 2 年版 情報通信白書」によると、日本での現在の普及率は 10%
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未満といわれているが、本格的に普及していけば、5G を利用したエンターテインメント体験が誰でも手

軽にできるようになるだろう。今後は商業施設においても、遠隔地でのイベントに直接参加しているかの

ような臨場感を味わえるエンターテイメント体験を提供することができるかもしれない。 

実際、コロナ禍でステイホームが求められていた 2020 年に渋谷 5G エンターテイメントプロジェク

トによって実施された「バーチャル渋谷 au 5G ハロウィーンフェス」には、全国各地から約 40 万人が

オンラインで参加した。参加者は好きなアバターに仮装してバーチャル上の渋谷を自由に歩くことがで

き、フォトブースでの人気キャラクターとの記念撮影、隠れキャラを見つけるゲーム、バーチャル仮装コ

ンテスト、限定オフィシャルショップなどのほか、日替わりで音楽ライブやトークイベントなどが開催さ

れた。 

MICE 施設も同様で、今後はリアルとデジタルが融合したハイブリッド型に進化していくものと思われ

る。これまでのように立地や施設の規模が必ずしも優位性を持つのではなく、提供される価値・体験など

の内容により、参加方法を弾力的に選択できる機能性がより重視されるようになると考えられる。 

 実感できるサステナビリティ 

 

従来は地域の防災拠点化、自然環境の保護、カーボンニュートラルなどが、商業施設における取り組み

の個別事例として語られていたが、2015 年に SDGs が定義されて以降、サステナビリティは商業施設に

おいても大きな課題となった。 

さらに、第 2 章で述べたとおり、コロナ禍を経験して消費者の SDGs 認知度が上昇してきている。2021

年には中国新疆ウイグル自治区の強制労働の疑いが世界的に報道され、今後は環境や人権など何らかの

犠牲の上に立つ商品は購入しないと考える消費者が増加していくのではないだろうか。 

特に日本のアパレル業界は大量生産・大量廃棄を前提とした商習慣が根付いており、事業構造の転換や

サステナブルなファッションへの転換は喫緊の課題といえる。具体的な取り組みとしては、3R（Reduce・
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Reuse・Recycle）を活用して商品のライフサイクルを循環させるビジネスモデルへのシフト、商品売上

の一部が途上国で飢餓に苦しむ地域に寄付されるフェアトレードの活用、ファッションアイテムレンタ

ル事業などがあげられる。 

不動産デベロッパーや大手小売業がパリ協定を契機に、気候変動に対応した経営戦略の開示（TCFD）、

脱炭素に向けた目標設定（SBT）、使用電力を 100%再エネで賄うことを目指す枠組み（RE100）などを

通じた脱炭素経営に取り組む動きが進展している。環境意識の高まりから日本でも脱炭素が一流企業の

条件になり、商業施設の出店や取引、集客に影響を及ぼしかねない状況になりつつある。今後、この動き

はさらに加速していくと思われる。 

ほかにも、大量生産・大量消費の現代社会に疑問を持ち「ごみをゼロにする」ことを目標に、できるだ

けごみを減らしていこうとするゼロ・ウェイストの取り組みも広まってきている。2021 年 7 月に日本初

のごみの出ない食品スーパーが開業した。このスーパーでは、18 時以降は当日の食材を利用した、日ご

とにメニューの変わるゼロウェイスト・レストランを運営している。 

これからの商業施設は、出店テナントや消費者がサステナビリティへの貢献を実現・実感できる施設へ

のブラッシュアップが課題となるであろう。 

 柔軟なビジネスモデルへの転換 

 

コロナ禍を経験した商業施設は、社会情勢や消費者行動・価値観の変化の影響に対応して、常に変化・

進化していくことが求められている。そのためには、変化に対応できる柔軟なビジネスモデルへの転換が

必要不可欠である。この項では、「床需要の変化」、「物流拠点化」、「顧客ニーズの変化」の 3 つのキーワ

ードについて考察する。 
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床需要の変化 

多くの商業事業者は全国あるいは複数エリアにおいて多店舗展開をしており、各地で出退店を繰り返

している。その根底にあるものは、消費者動向であり、売上・利益であり、床需要（ニーズ）である。 

コロナ禍によって多くの事業者が不採算店舗の整理・統合を行い、消費者の人流の変化などの影響を受

け、今後、地方都市のみならず都心部でも駅前・駅近にある商業施設の空床が増加していく可能性があ

る。従来は、後継テナントは商業事業者（小売業・飲食業・娯楽業・サービス業など）のケースが多かっ

たが、これからは非商業事業者の誘致が増えていくだろう。例えば、比較的賃料負担能力の高いフレキシ

ブルオフィスの導入はテレワークの普及に伴い今後も増加が見込まれる。もはや、商業施設だから商業利

用が当たり前といった時代ではなく、そこに存在する「空間・スペース」を世の中の変化と当該物件の特

性を考慮して、どのように利活用するのが最も良いかを柔軟に考えていくことがポイントになると考え

られる。 

特に、駅前・駅近の総合スーパーが核店舗の商業施設などは、郊外型商業施設と比較して店揃え・品揃

え・駐車場台数などの点で競争優位性が低く、施設自体の需要減少が続いている。今後、このような施設

は経済合理性に基づいた利用方法を検討していく必要がある。 

築古化した商業施設のスクラップアンドビルドや用途変更は従来から行われているものの、「守り」で

はなく「攻め」の店舗戦略として今後さらにその重要性は増加し、事例も増えていくだろう。老朽化した

設備や多くの空床を抱えたままで営業継続するよりも、コロナ禍を経験したことで変化した消費者ニー

ズに対応した施設に生まれ変わり、不動産の価値を向上させていくことの方が施設の中長期的なメリッ

トは大きく、さらには地域の活性化につながっていく可能性がある。 

また、商業施設とオフィスビルが融合したイオンモール Nagoya Noritake Garden/BIZrium 名古屋

（2021 年開業）のように、立地によっては低層階が商業施設、上層階がオフィスや住宅などの複合型施

設といった「不動産事業化」を志向する開発計画の増加が見込まれる。大手百貨店でも自社運営を少なく

してテナント比率を増加させる動きが目立ち、従来の商業事業に加えて、不動産事業を 2 つ目の有力な

柱とする事業者が増えていくだろう。 

商業施設ごとの商圏・マーケット・需要と供給のバランスにより、床需要の変化にどのように対応する

かは異なるが、今そこにある空間・スペースをどう利活用するのが最善であるかを検討するために重要と

なるのは、テクノロジーをベースとした「情報の量・質・スピード」である。これからは、業種・業態、

または商業・非商業の枠をこえて情報をミックスし、最適・柔軟にマッチングを実施していく「不動産情

報のマッチングプラットフォーム」が必要となるだろう。一部では既にそのようなプラットフォームの開

発・運用が進んでおり、今後の活用が期待される。 

物流拠点化 

2019 年、ケネディクス商業リート投資法人は九州に保有する商業施設で、車両間の荷物の積み替え場

所として使用することを目的とした土地賃貸借契約を大手運送会社と締結した。今後、このような商業施

設と物流施設の融合事例が増えていく可能性がある。  

楽天と西友、Amazon とライフコーポレーションなどは互いに提携してネットスーパー事業を強化し

ている。現状は限定されたエリアでのサービスだが、ライフコーポレーションでは店舗に物流倉庫の役割

を付加し、生鮮食品の最短 2 時間でのお届けを実現している（米国の Walmart も約 3,000 店舗で 2 時

間宅配サービスを実施しており、配送エリアは全人口の 70%近くをカバーしている）。 
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コロナ禍の影響で 2020 年の国内市場が初めてマイナス成長となったコンビニ業界では、セブン-イレ

ブンが最短 30 分で商品を届けるサービスを 2025 年を目途に全国展開すると発表した。店舗の物流拠点

化により店内のほぼ全ての商品を即時配送することが可能となり、顧客の利便性向上を図るとともに、企

業のさらなる成長も目指している。 

ネットスーパー事業は多くの食品スーパーが売上・競合対策として実施しているが、黒字化が難しく撤

退事例も多い。経済産業省が 7 月に公表した 2020 年度の食品、飲料、酒類の BtoC-E コマース市場規模

は約 2.2 兆円で、巣ごもり消費の増加もあり前年対比+21%と大幅な増加となった。しかしながら EC 化

率は 3.31%とほかの商品カテゴリーと比較するといまだ低水準にあり、伸びしろは大きいものの、黒字

化の事業モデルを構築できるかが課題となる。 

顧客ニーズの変化 

【図表 2】で確認したように消費支出のボリュームゾーンは世帯主 50 歳以上であり、今後、少子高齢

化の進展によってさらにシニア層の消費インパクトが増加していく。また、近年「アクティブシニア」と

いう言葉があるように、平均寿命や健康寿命の延伸により、ライフスタイル、消費者行動・価値観は 20

世紀のシニア層と比べて活発化・成熟化・多様化してきている。 

従来、車での来館比率が 70%～80%を超えるような郊外型の商業施設は、主にファミリー層を顧客タ

ーゲットとしていた。今後、少子高齢化によって来店客層の高齢化が徐々に進んでいくが、現在のアクテ

ィブシニア層は自身を高齢者として括られることに共感しない割合が多く、従来型のシニアマーケティ

ングにはあてはまらない可能性があるため、施設の性格をシニアセンター化する必要はないと思われる。

施設の主要顧客はファミリー層のままとし、それに加えてアクティブシニア層の来館を促す居場所や仕

掛け（健康増進・生涯学習など）を取り入れ、ソーシャルセンターの機能を付加していくべきだろう。 

シニアニーズの把握は大切ではあるものの、これに加えて、若い世代のニーズ変化にも留意する必要が

ある。ミレニアル世代が今後、40 歳代となり消費ボリュームが大きくなっていき、Z 世代も結婚して家

族を持つ年齢に差し掛かっている。例えば「エシカル消費」など、デジタルネイティブである彼らのライ

フスタイル・消費ニーズの変化を把握することが重要であり、商業施設には従前とは異なる居場所、モ

ノ、コト、サービスが求められていくだろう。 
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 まとめ 

本レポートでは商業事業者へのアンケート調査結果に基づき、社会情勢や消費者行動・価値観の変化を

客観的に捉え、そのなかでも特にポイントとなるであろうキーワードについて確認したうえで、これから

の商業施設の 5 つのトピックスについて、そのトレンドと課題を整理した。 

2021 年 12 月現在、日本国内における新型コロナウイルスの新規感染者数は落ち着いてはいるものの、

海外では感染者数の増加に歯止めがかからない国も多く、新たな変異株発生による第 6 波の到来も懸念

されている。世界的に経口治療薬などが普及し、新型コロナウイルス感染症が季節性インフルエンザなど

と同レベルのリスクとなるには、ある程度の時間が必要かもしれない。 

しかし、諸外国と同様に日本も経済再起動に向けて舵を切っており、コロナ禍で逆風の中にあった商業

施設がフォローウィンドの波にのるチャンスが近づいてきているといえるだろう。ポストコロナ時代の

消費者に支持され、選ばれる商業施設であり続けるためには、加速する社会情勢や消費者行動・価値観の

変化を正しく把握したうえで、柔軟に、スピード感のある戦略の進化・変革がより一層求められる時代と

なっていくだろう。 

ザイマックス総研では、今後も商業施設や商業店舗に関する研究を続け、有益な情報を発表していく予

定である。 
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